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は  じ  め  に

　南国の陽光のもと緑と水に恵まれた高知市は、幾多の試練を乗り越え、先人達が熱意と努

力によって築きあげてきた県都であります。

　この街をより住み良い街にして、次の世代の人々に引き継ぐことが私達の使命であると考

えます。しかし、最近の行政に対する要望はますます多種多様化しており、これらのニーズ

に対処し、真に住み良い街を築くために市民と共に日々努力をいたしております。

　平成10年４月から中核市がスタートし、高知県より多方面にわたる行政事務移管を受け、

よりきめ細かな市民サービスにつながる業務が出来る様になりました。

　また、平成19年６月に改正建築基準法が施行され、構造計算適合性判定制度の導入、確認

審査等に関する指針の制定及びそれに基づく審査の実施等、建築確認手続きが大きく変わり

ました。これを受け本市においても建築基準法関係規定の改正・整備を行い、その適切な執

行に取り組んでいます。

　本市建築指導課は、昭和47年４月発足以来53年を経過し、当年報も創刊号より47号をかぞ

えました。当年報は、令和６年度の資料を中心に過去５年間の建築動向をまとめております。

　この年報を通じて、本市建築行政をご理解していただく一助となれば幸いに存じます。

令和７年４月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高知市都市建設部建築指導課



　3.違反建築物等への対策の徹底

高 知 市 街 区 割 図

※町名と街区との対照表を巻末に添付していますので、参考にしてください。
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　1. 高知市の概要　（令和７年４月１日現在)
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　2. 建築基準行政沿革

年月日 動         向 職員数

S46.04.03  区画整理課に職員３名を増員して、建築行政開始準備に入る ５名

S46.05.07  高知県建築課と事務移管について協議開始

S46.06.01
 県から建築主事１名、技師１名が市に出張し、市内の３階以下の建築物の確認
事務を行い、実務研修開始

S46.10.01  職員２名増員 ７名

S46.10.08  新用途地域の告示

S46.11.08  先進都市視察（松山、大分、熊本、長崎）

S46.11.15  先進都市視察（高松、藤沢、相模原、浦和）

S47.02.28  政令指定  昭和47年２月28日第25号

S47.03.31  県と「建築行政委譲に関する協定」を締結

S47.04.01  特定行政庁発足

〃  建設部都市開発室建築指導課となる　指導係１名で発足

〃  職員２名増員 ９名

〃  高知市建築審査会条例公布

〃  高知市建築基準法施行細則公布

〃  高知市建築計画概要書閲覧規則公布

〃  建築審査会委員（７名）を委嘱

〃  建築主事４名を発令

S47.04.15  職員４名増員 13名

S48.04.01
 機構改革により、環境管理部建築指導課となる  建築確認係、調査指導係、開
発審査係の３係となる

〃
 開発審査係は都市計画法による開発許可（知事所管）に関する事前審査等の責
務を担当

S48.04.15  職員４名増員 17名

S48.08.01  高知市土地保全条例を制定

S48.08.15  土地保全パトロール車１台配備、指導強化する

S48.09.01  高知市開発指導要綱を制定

S48.10.01  職員２名増員 19名

S49.01.01  職員１名増員 20名

S49.04.01  県より住宅金融公庫業務の再委託受ける 職員２名増員 22名

S49.06.01  優良住宅認定に関する規則公布

S51.04.01  建築主事５名となる

S51.07.30  建築パトロール車１台増設、指導強化する

S52.01.24  建築主事６名となる
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年月日 動         向 職員数

S54.04.01  係名変更

 建築確認係 → 建築審査係

 調査指導係 → 建築指導係

S54.04.10  機構改革により、建設部建築指導課となる

S54.05.01  ２項道路後退杭（杭支給）により、指導強化する

S54.06.01  高知市し尿浄化槽設置要綱を改正

S56.01.01  建築主事８名となる 23名

S57.01.01  建築主事６名となる

S58.04.01  建築主事７名となる

〃  住宅金融公庫業務直接委託により中高層建物の業務開始

S59.01.01  建築主事10名となる

S59.04.01  職員１名増員 24名

〃  高知市建築環境整備指針を制定

〃  高知市建築協定条例を制定

〃  高知市開発指導要綱改正

〃  建築主事８名となる

S59.08.15  高知市建築基準法施行細則の一部改正

S60.01.01  建築主事９名となる

S60.04.01  職員２名減員 22名

S61.02.10  建築主事10名となる

S61.04.01  建築主事８名となる

S61.04.16  高知市卸商団地の建築協定認可

S63.04.01  建築主事10名となる

〃  職員１名増員 23名

H1.04.01  建築主事９名となる

H1.07.01  高知市潮見台地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の制定

H2.04.01  職員１名減員 22名

H2.09.15  高知市浄化槽指導要綱の改正

H3.04.01  職員１名増員（開発審査係） 23名

H4.04.01  機構改革により、都市整備部建築指導課となる

〃  職員２名増員（建築指導係） 25名

H5.02.01  建築主事11名となる

H5.04.01  高知市中高層建築物指導要綱、集合住宅建築指導要綱制定

H5.10.01  高知市中高層建築物指導要綱、集合住宅建築指導要綱施行
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年月日 動         向 職員数

H6.04.01
 確認支援システム導入によりフレキシブルディスクによる建築確認申請の受付
開始

H6.07.01
 高知市観月坂地区計画及び旭グリーンヒルズ地区計画の区域内における建築物
の制限に関する条例の制定

H7.04.01  阪神大震災により技術（建築）職員１名が兵庫県西宮市に出向

H8.04.01  阪神大震災により技術（建築）職員１名が兵庫県宝塚市に出向

〃  建設省へ技術（土木）職員１名出向

〃  高知市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の改正

H9.04.01  職員１名増員（開発審査係）

〃  職員１名減員（建築審査係）

H10.02.01  高知市建築基準法施行細則の一部改正

H10.04.01  中核市スタート 18名

〃
 機構改革により、都市建設部建築指導課となる。開発審査係は開発指導課とな
る

〃  高知市浄化槽指導要綱の改正

H11.08.01  高知市建築基準法施行細則の一部改正

H11.12.27  高知市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

H12.04.01  機構改革により、都市整備部建築指導課となる

〃  高知市建築基準法施行細則の一部改正

H12.06.01  中間検査を開始

H12.10.01
 指定確認検査機関（（社）高知県建設技術公社）が建築確認検査業務を開始住
宅金融公庫審査業務についてはH12.11.1に開始

H13.04.01  機構改革で係制廃止となり、担当係長制（審査担当2名、指導担当1名）となる

〃  高知市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

H13.10.15  高知市浄化槽指導要綱の改正

H14.01.04  指定確認検査機関（日本E.R.I.株式会社）が建築確認検査業務を開始

H14.11.01  高知市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

H15.04.01  高知市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

H15.10.10  高知市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

〃  高知市手数料並びに延滞金条例の一部改正

H16.01.01  高知市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

〃  高知市手数料並びに延滞金条例の一部改正

〃  高知市優良住宅認定事務に関する規則の一部改正

H16.01.20  高知市建築基準法施行細則の一部改正

H16.04.01  高知市建築基準法施行細則の一部改正
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年月日 動         向 職員数

H17.01.01  高知市建築基準法施行細則の一部改正

〃  鏡村、土佐山村との合併

H17.04.01  職員1名減員 17名

H17.07.01  高知市手数料並びに延滞金条例の一部改正

〃  高知市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

H18.03.20  高知市建築計画概要書閲覧規則の一部改正

H18.04.01  職員1名減員 16名

H18.10.01  高知市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

H19.04.01  高知市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

〃  高知市手数料並びに延滞金条例の一部改正

H19.06.20  構造計算適合性判定制度の開始

〃
 建築確認申請手数料等の減免及び構造計算適合性判定手数料の額に関する規則
制定

〃  高知市建築基準法施行細則の一部改正

H19.07.01  中間検査について告示改定

H20.01.01  春野町との合併

〃  高知市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

〃  高知市建築協定条例の一部改正

H20.02.01  中間検査について告示の一部改正

H20.04.01  担当係長４名（審査担当２名、構造担当１名、指導担当１名）となる

〃  職員２名増員 18名

〃  高知市建築基準法施行細則の一部改正

H20.06.01  高知市中高層建築物指導要綱の一部改正

H20.10.01  高知市建築協定条例の一部改正

〃  高知市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

H21.04.01
 建築確認申請手数料等の減免及び構造計算適合性判定手数料の額に関する規則
の一部改正

〃
 高知市手数料並びに延滞金条例の一部を改正する条例の一部の施行期日を定め
る規則の制定

H22.04.01  職員１名減員 17名

〃  機構改革により、都市建設部建築指導課となる

〃  高知市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

H22.06.01  高知市建築基準法施行細則の一部改正

H23.04.01  職員１名減員 16名

〃  高知市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正
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年月日 動         向 職員数

H23.05.01  中間検査について告示の一部改正

H23.05.30  確認支援システムから建築行政共用データベースシステムに移行

H24.04.01  職員１名増員 17名

〃  東日本大震災により技術（建築）職員１名が福島県いわき市に派遣

〃  高知市建築基準法施行細則の一部改正

H24.07.01  高知市特別用途地区内における建築物の制限に関する条例の施行

〃  高知市特別用途地区内における建築物の制限に関する条例施行規則の施行

〃  高知市手数料並びに延滞金条例の一部改正

H25.01.01  高知市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

H25.04.01  職員３名減員 14名

〃  高知市手数料並びに延滞金条例の一部改正

〃  高知市都市の低炭素化の促進に関する法律施行細則の施行

〃  高知市がけ地近接危険住宅移転事業費補助金交付規則の廃止

〃  高知市がけ地近接等危険住宅移転事業費補助金交付要綱の施行

〃
 高知市建築協定に関する縦覧及び公開による意見の聴取に関する規則の一部改
正

〃  高知市建築計画概要書等閲覧規則の一部改正

〃  高知市優良住宅認定事務に関する規則の一部改正

H26.01.01  高知市建築物耐震対策緊急促進事業費補助金交付要綱の施行

H26.01.24  高知市建築物耐震対策緊急促進事業費補助金交付要綱の一部改正

H26.03.19  高知市建築物耐震対策緊急促進事業費補助金交付要綱の一部改正

H26.07.14  高知市建築物の耐震改修の促進に関する法律施行細則の施行

H26.08.20  高知市建築物耐震対策緊急促進事業費補助金交付要綱の一部改正

H27.01.01  高知市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

H27.04.01  職員４名増員 18名

〃  高知市手数料並びに延滞金条例の一部改正

〃  機構改革により旧住宅課（現住宅政策課）から以下の事務を移管

 ・高知市長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則（平成21年規則第78
号

 ・高知市ブロック塀等耐震対策事業

 ・高知市老朽住宅除却事業

 ・高知市木造住宅耐震改修計画作成費補助事業・高知市木造住宅耐震改修費補
助事業

 ・高知市木造住宅耐震診断士派遣事業
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年月日 動         向 職員数

H27.06.01  高知市長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則の一部改正 18名

H27.06.01  高知市都市の低炭素化の促進に関する法律施行細則の一部改正

H27.08.11  高知市建築物耐震対策緊急促進事業費補助金交付要綱の一部改正

H28.04.01  高知市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

〃  高知市建築審査会条例の一部を改正

〃  高知市建築物耐震対策緊急促進事業費補助金交付要綱の一部改正

H28.06.01  高知市建築基準法施行細則の一部改正

H28.07.01  高知市手数料並びに延滞金条例の一部改正

〃  高知市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行細則の制定

H29.04.01  高知市手数料並びに延滞金条例の一部改正

〃  高知市建築物耐震対策緊急促進事業費補助金交付要綱の一部改正

〃  高知市都市の低炭素化の促進に関する法律施行細則の一部改正

〃  高知市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行細則の一部改正

H29.10.01  高知市特別用途地区内における建築物の制限に関する条例の一部改正

〃  高知市特別用途地区内における建築物の制限に関する条例施行規則の一部改正

H30.04.01  職員１名増員 19名

〃  高知市手数料並びに延滞金条例の一部改正

〃  高知市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

H30.06.01  高知市木造住宅耐震改修費等補助金交付要綱の一部改正

〃  高知市老朽住宅等除却事業費補助金交付要綱の一部改正

〃  高知市ブロック塀等耐震対策事業費補助金交付要綱の一部改正

〃  高知市木造住宅耐震診断士派遣事業実施要綱の一部改正

H30.08.11  高知市手数料並びに延滞金条例の一部改正

H31.04.01  職員2名増員 21名

〃  高知市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

〃  高知市老朽化住宅等除却事業費補助金交付要綱の一部改正

〃  高知市木造住宅耐震改修費等補助金交付要綱の一部改正

〃  高知市ブロック塀等耐震対策事業費補助金交付要綱の一部改正

R1.05.01  建築基準法第22条第１項に規定する区域の変更

R1.06.06  高知市建築物耐震対策緊急促進事業補助金交付要綱の一部改正

R1.07.01  高知市手数料並びに延滞金条例の一部改正
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年月日 動         向 職員数

R1.10.01  高知市建築物耐震対策緊急促進事業補助金交付要綱の一部改正

R2.01.01  高知市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

R2.02.01  高知市建築基準法施行細則の一部改正

R2.03.01  高知市老朽化住宅等除却事業費補助金交付要綱の一部改正

〃  高知市ブロック塀等耐震対策事業費補助金交付要綱の一部改正

R2.04.01  職員１名増員 22名

〃  高知市手数料並びに延滞金条例の一部改正

R2.05.01  高知市建築物耐震対策緊急促進事業費補助金交付要綱の一部改正

R3.01.01  高知市がけ地近接等危険住宅移転事業費補助金要綱の一部改正

R3.04.01  職員１名増員 23名

〃  高知市公印規則の一部改正

〃  高知市手数料並びに延滞金条例の一部改正

〃  高知市建築物耐震対策緊急促進事業費補助金交付要綱の一部改正

R3.11.01  高知市道路位置指定指導要綱の一部改正

R3.12.01  高知市建築協定条例施行規則の一部改正

〃  高知市建築計画概要書等閲覧規則の一部改正

〃  高知市建築物の耐震改修の促進に関する法律施行細則の一部改正

〃  高知市中高層建築物指導要綱施行細則の一部改正

R3.12.06  高知市建築基準法施行細則の一部改正

〃  高知市特別用途地区内における建築物の制限に関する条例施行規則の一部改正

R4.03.31  高知市耐震改修促進計画（第二期計画）の一部改正

R4.04.01  職員２名減員 21名

R4.09.01  高知市耐震改修促進計画（第二期計画）の一部改正

R5.01.04  高知市建築物耐震対策緊急促進事業費補助金交付要綱の一部改正

R5.03.17  高知市建築基準法施行細則の一部改正

R5.04.01  職員１名減員 20名

〃  高知市耐震改修促進計画（第二期計画）の一部改正

〃  高知市住宅耐震改修費等補助金交付要綱の一部改正

R5.07.04  高知市手数料並びに延滞金条例の一部改正

R6.01.01  高知市空家対策協議会条例の一部改正

R6.01.12  建築確認申請手数料等の減免に関する規則の一部改正
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年月日 動         向 職員数

R6.04.01  職員１名減員 19名

〃  高知市建築基準法施行細則の一部改正

〃  高知市手数料並びに延滞金条例の一部改正

〃  高知市都市の低炭素化の促進に関する法律施行細則の一部改正

〃  高知市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行細則の一部改正

R6.07.05  高知市手数料並びに延滞金条例の一部改正

R6.11.01  高知市建築基準法施行細則の一部改正

〃  高知市都市の低炭素化の促進に関する法律施行細則の一部改正

〃  高知市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行細則の一部改正
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･建築主事 ･建築主事 ･建築主事
･建築監視員 ･建築監視員 ･建築監視員

･建築主事 ･建築監視員　４名
･建築監視員 ･事務補助員　１名

･建築主事
･建築監視員

・ 建築基準法に関すること

・ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に関すること

・ 建築物等の検査及び指導に関すること

・ がけ地近接等危険住宅移転補助事業に関すること

・ 中高層建築物等に係る調整に関すること

・ 大規模集合住宅の指導及び規制に関すること

・ 優良住宅の認定に関すること

・ 住宅その他の建築物の耐震推進事業に関すること

・ 長期優良住宅及び低炭素建築物の認定に関すること

建 築 構 造 担 当 係 長

(3) 事務分掌

耐震推進担当　３名

･事務補助員　２名

･建築監視員　１名

建 築 審 査 担 当 係 長

耐 震 推 進 担 当 係 長

み ど り 課

公 共 建 築 課

市 街 地 整 備 課

都 市 建 設 総 務 課

都 市 計 画 課

都 市 建 設 部

技 術 監 理 課

建 築 指 導 担 当

住 宅 政 策 課

建 築 指 導 課

建 築 審 査 担 当

建 築 構 造 担 当

耐 震 推 進 担 当

(1) 機構

　3. 建築行政組織　(令和７年４月１日現在）

道 路 管 理 課

道 路 維 持 課

建築審査担当　４名

建築構造担当　１名

(2) 組織図・職員数

建築指導 課長 課 長 補 佐 建 築 指 導 担 当 係 長 建築指導担当　５名

道 路 整 備 課

河 川 水 路 過

地 籍 調 査 課
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(1) 高知市建築審査会

(2) 高知市中高層建築物指導要綱(平成５年４月１日告示第26号)

（任期　令和５年10月１日～令和７年９月30日）

(3) 高知市空家等対策協議会

（任期　令和６年７月29日～令和８年７月28日）

 高知工業高等専門学校准教授(ｿｰｼｬﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ工学 )

委　　員 宇都宮 千穂 学識経験者  高知県立大学　教授（文化学部）

委　　員 北山 めぐみ 学識経験者

委　　員

 公益社団法人　高知県建設技術公社

委　　員 山 下 訓 生 法　律  弁護士

委　　員 角 西 尚 建　築

稲 垣 健 吾  弁護士法　律

現　　　　　　職

委　　員

委　　員 菊 池 哲 也

経　済

法　律

建　築

行　政

任命区分

 高知県建築指導課長

高知市建築紛争調整委員

委　　員

鈴 木 啓 之

稲田 知江子

委　　員

中 城 純 一  高知市消防局長

会長代理

役 職 名 任命区分

建　築

齋 藤 美 和委　　員

会　　長

氏　　　名

 高知大学　教授

 (元）高知大学　教授

 弁護士

（任期　令和６年４月１日～令和８年３月31日）

　4. 附属機関等

氏　　　名

楠瀨 路易子

産 田 節 雄

現　　　　　　職

 建築士

 (元）高知市都市整備部長行　政

公衆衛生

委　　員 山 本 直 子 建　築  公益社団法人　高知県建築士会

委　　員 横 山 公 大 議　員  高知市議会議員

委　　員 西 村 昭 夫 議　員  高知市議会議員

竹 島 直 孝

三 宅 弘 晃

委　　員 福　祉  社会福祉法人　高知市社会福祉協議会

委　　員 環境・衛生  一般社団法人　高知県ペストコントロール協会

委　　員 内 田 洋 子 まちづくり  特定非営利活動法人　NPO高知市民会議

委　　員 中 川 博 文 法務局  高知地方法務局

委　　員 西森 やよい 法　律  行田法律事務所(弁護士)

委　　員 矢 間 慎 一 不動産  公益社団法人　高知県宅地建物取引業協会

委　　員 濵 田 り え 地域住民  大津関町内会

氏　　　名 任命区分 現　　　　　　職

会　　長 桑 名 龍 吾 市　長  高知市長
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・
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・

・
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・

・

・

・

・

・

・

・

・

中間検査、完了検査時における工事監理者の立ち合いの徹底

(2) 中間検査・完了検査の徹底

(3) 工事監理業務の適正化とその徹底

未報告建築物への建築防災週間などにおける立入検査の実施

定期報告台帳の適正な追加、削除による整備

関係機関との連携による定期報告制度の周知徹底

報告内容を踏まえた是正指導の徹底

未報告建築物等の所有者等に対する督促等の徹底

(1) 定期報告制度の適確な運用による維持保全の推進

建築確認申請時の工事監理者の記載及び工事監理者変更届の提出の徹底

確認済証交付時に建築主に対する工事監理制度の重要性についてパンフレットの配布による周
知

確認申請時に門、塀等の撤去を指導し、後退が完了した位置に道路境界杭(高知市より支給)を
設置する。

道路整備担当部門による狭隘道路の整備促進を図る。

　2. 法第42条第2項、第3項道路後退の実効性の確保

　3. 違反建築物等への対策の徹底

　4. 建築物及び建築設備の適切な維持管理を通じた安全性の確保

Ⅱ 建築行政基本方針

　1. 建築確認から検査までの建築規制の実効性の確保

火災事故等を受けて緊急点検が必要となった施設や、大臣認定、建築基準法に基づき認められ
ている仕様に不適合である違反建築物の実態把握及び適切な是正指導の徹底

警察、消防、福祉等の関係機関との連携体制の確保

違反建築物パトロールの実施及び市民からの通報に対する迅速な対応

違反建築物に係る是正、指導等の徹底

関係団体と協力して、積極的に違反防止運動及び広報活動を実施し、市民の尊法精神の高揚を
図る。

確認審査等の指針に基づく円滑かつ適確な確認審査の実施

県、指定確認検査機関等関係団体との意見交換、情報交換を図り円滑な確認審査の推進

日本建築行政会議、中四国ブロック会議等を通じた運用の円滑化

建築基準法に係る取扱基準の明確化及び公表

(1) 迅速かつ適確な建築確認審査の徹底

都市計画法等建築基準関係規定に係る合議、調整等の迅速かつ適切な実施

確認済証交付時に中間検査対象であることや完了検査申請が必要である旨のパンフレットの配
布による検査の必要性の周知

未検査申請建築物のチェック及び設計者等への電話連絡等による催促
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・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・ 関係機関、関係団体との適時、適切な協議、連絡の実施

警察、消防等関係機関との連携体制の整備

事故に係る建築行政としての初動対応等の迅速化を図り、現場調査の実施、原因究明、再発防
止策の検討及び国土交通省への情報提供

同様の事故を防止する観点からの緊急点検等の迅速かつ適確な実施

平成24年３月６日に高知県被災建築物応急危険度判定士の招集に関する協定を締結
（協定相手方：社団法人高知県建築士会）

高知市災害対策本部内、応急危険度判定実施本部の体制整備

(2) 災害発生時に備えた体制整備

(1) 内部組織の執行体制の整備

建築確認等の審査能力及び建築指導能力の維持、向上のための研修等の実施

(2) 関係機関・関係団体との連携による執行体制の整備

建築行政に携わる職員の長期的視点に立った人材育成

県、指定確認検査機関との確認審査に係る定期的な意見交換会の実施

(1) 事故発生時の迅速かつ適確な対応

ブロック塀の安全対策について、パンフレットの配布等による周知徹底

(2) 建築物の耐震診断・改修の促進

　6. 執行業務体制の整備

緊急輸送道路及び避難路沿いで、地震時に道路を閉塞させるおそれのある建築物等の耐震改修
促進計画への位置付け

耐震化の状況等を含めた特定建築物のデータベース化

建築関係団体が主催する講習会等における耐震診断及び耐震改修の必要性の啓発及びこれらに
係る助成制度の周知徹底

　5. 事故・災害時の対応
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22

136 124苦 情 処 理 件 数

･変更届を含む69

69

129

7

25

違 反 建 築 物 取 扱 件 数

124

･変更届を含む

0 0

･廃止･変更を含む

4

10

2 2
自転車駐車場設置届出書
受 付 件 数

28

9713

1

92

16

3
仮 使 用 認 定 申 請
受 付 件 数

エ ネ ル ギ ー 使 用 の 合
理 化 に 関 す る 法 律 に
基づく届出書受付件数

道 路 位 置 指 定 申 請
受 付 件 数

19

5

6 2 2

43

4

11

建 築 審 査 会 開 催 回 数 1

3

24

公 聴 会 開 催 回 数

6

0

27 22 18

0 0

11

11 01

34許 可 申 請 受 付 件 数 31

0

3 ･市受付分のみ

1
中 間 検 査 合 格 証
交 付 件 数

0

1

計
画
通
知

2729

構 造 計 算 適 合 性
判 定 件 数

27 21

25

種 別

確 認 済 証 交 付 件 数
( 計 画 変 更 含 む )

検 査 済 証 交 付 件 数

確
認
申
請

構 造 計 算 適 合 性
判 定 件 数

検 査 済 証 交 付 件 数

･建物･工作物･建築設備共

51
計 画 通 知 受 付 件 数
( 計 画 変 更 含 む )

4828

121

47

1,296

52 28

35 31

8

1,1171,082 1,110

64

Ⅲ 建築行政統計資料

　1. 総括表

中 間 検 査 合 格 証
交 付 件 数

確 認 申 請 受 付 件 数
( 計 画 変 更 含 む )

R6R2 R3 R4 R5

118

1,114

56

147

1,307

43

備　　　考

･市受付分のみ
･建物･工作物･建築設備共

･指定確認検査機関分含む
･建物･工作物･建築設備共

･指定確認検査機関分含む

年 度

確 認 済 証 交 付 件 数
( 計 画 変 更 含 む )

･建物･工作物･建築設備共

65 4 ･市受付分のみ

･建物･工作物･建築設備共

902
･指定確認検査機関分含む
･建物･工作物･建築設備共

22

3

1

1,000

44

1,086

103160

1,147

38

14



　2. 建築確認申請関係

(1) 確認申請等交付件数　(計画通知、指定確認検査機関分含む)

53 41

41

1,033

66

38

1,222

76

6266

18

1,0601,017

96

1,208

51

23

･計画変更除く60

37 ･計画変更除く

1,073

３　号

４　号

小　計

49

81

795

930

建 築 設 備

工 作 物

計

43

41

1,014

２　号

92 93

925 948

70

813

種別
R5R3

年度

1026

･計画変更除く

･計画変更除く

1,104 1,132

R4

45 43

R2

936

備　　考

38

11

998

88

854

26

44

46

70

21 ･計画変更除く

R6

34

20

･計画変更除く61

建
築
物

１　号

確
認
済
証
交
付

３　号

４　号

建 築 設 備

検
査
済
証
交
付

建
築
物

１　号

２　号

計

工 作 物

小　計

19 52

67 49

23

43

23

1,022

1229

1,137

24

88

1,060

9211,103 1,161

736

68

857

15

86

956

895846 884 817

600

800

1,000

1,200

1,400

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

確認済証交付件数

検査済証交付件数

15



(2) 月別確認済証交付件数　(指定確認検査機関分含む)

※ 計画変更、計画通知除く

(3) 構造別確認済証交付件数　(指定確認検査機関分含む)

※ ＲＣ:鉄筋コンクリート　ＳＲＣ:鉄骨鉄筋コンクリート　その他:併用構造含む　※ 計画変更、計画通知除く

(4) 用途別確認済証交付件数　(指定確認検査機関分含む)

※ 計画変更、計画通知除く

98 93 92

94

78

95

R4

98 103

備　　考

98 109 ･　　　　〃

･工作物，建築設備共

104 86

･　　　　〃６　月

４　月 83

５　月

年度
R5 R6R2 R3

交付月

79

70 82

91

･　　　　〃

10711592

85 80

83

86 96

102

103 82 ･　　　　〃

109 89

97

93

109

121 ･　　　　〃

133 ･　　　　〃

91 94

99 87

8685 ･　　　　〃97

･　　　　〃

77

89 77

１　月

２　月 74

76 62 61

･　　　　〃79 109

111 76 ･　　　　〃

７　月

８　月

９　月

83

72

10　月

11　月

12　月

３　月 96 62 110126 101 ･　　　　〃

年度

主要用途

専 用 住 宅

共 同 住 宅

併 用 住 宅

工 場

店 舗

構造

木 造

学 校 等

ホ テ ル ･ 旅 館

R6

そ の 他

備　　考

907

鉄 骨 造

年度

･建築物のみ

R3 R4 R5

Ｒ Ｃ 造 11 16 1326

0 1 12 2

824 762

888 909

21 17

7 11

16 13

9 710 8

R2

120 120

768

Ｓ Ｒ Ｃ 造

925

1316 14

25

R2

16

病 院 0

32 30

113

･　　〃

16 ･　　〃

142141 160 ･　　〃

･　　〃

備　　考

9 1811 11

R5

･建築物のみ

･　　〃

12 15

･　　〃

8 ･　　〃

758

16

･　　〃

1 1 ･　　〃

･　　〃

1 13 2 ･　　〃

0 1 11 0

0 3 0

120 137 ･　　〃そ の 他 110 106

827 756

R6R3 R4

16



(5) 規模別確認済証交付件数　(指定確認検査機関分含む)

※ 計画変更、計画通知除く　　※ 延床面積(申請部分)

(6) 階数別確認済証交付件数　(指定確認検査機関分含む)

※ 計画変更、計画通知除く　　※ 申請建物の主たる建築物の階数

９　階 0 0 1

3 0 1 0

６　階 0 2 12 2 ･　　〃

･　　〃

８　階 1 1 22

７　階

･　　〃

･　　〃

2 1 ･　　〃

2

５　階 1 2 3

･　　〃

11階以上 3 3 2

10　階 2 1 01

･　　〃

26

0

0

2953 63 ･　　〃

2

３　階 31

４　階 1 3 21

1 3 ･　　〃

37

  500＜A≦1,000

　　　A≦30

･建築物のみ

10,000＜A 0 0 4

･　　〃

11

2 0 ･　　〃

備　　考

148 194

R4 R5R3

･　　〃

 2,000＜A≦10,000

地上階数

年度

9 1711 6

151,000＜A≦2,000 11 6

9

R5

　30＜A≦100 426

２　階 815

R6R2

904

床面積(㎡)

年度
R4

58 66

22 33

 200＜A≦500 49

18

148 136１　階 132

719 692

2934 27

867

57 82

18 20 20

620

･　　〃

R3 R6R2 備　　考

･　　〃 100＜A≦200 453 377 435522 499

･建築物のみ

418 368424 449 ･　　〃

･　　〃

･　　〃

17



(7) 街区別確認済証交付件数　(指定確認検査機関分含む)

※ 計画変更、計画通知除く

R6R2 R3 R4 R5 備　　考

上　　街

年度

地区

鴨　　田

五 台 山

高　　須

高 知 街

南　　街

北　　街

下　　知

春　　野

長　　浜

御 畳 瀬

浦　　戸

大　　津

江 ノ 口

介　　良

鏡

土 佐 山

秦

布 師 田

一　　宮

小 高 坂

旭　　街

潮　　江

三　　里

･建築物のみ

初　　月

朝　　倉

8

10 ･　　〃

･　　〃

43 52 3355 70

46

8 14 1216 ･　　〃

8 6 ･　　〃

9

･　　〃

7

全　　市

7 5 6

3 10 4

40 33

21 14 1217

86

39

0 12

37

1

3339

8 7

72

144 130 158144 158 ･　　〃

9

18

44 47

26 ･　　〃26 35

10

67

6079

7

･　　〃

7 1

26 24 2026

56 ･　　〃5

1

5768

131

･　　〃

90 ･　　〃

44 ･　　〃

6 3 103

70 ･　　〃

76 75 6594

57 53

46 38 38

45 44 20

0 0

･　　〃

90 ･　　〃

0 ･　　〃

100 101 118134

99 ･　　〃

96 95 7991

104 64

0 0

986 917 9271,087

0 ･　　〃

29 ･　　〃

0 0 00

41 32

1,114 ･　　〃

･　　〃

24 31 2440

00

35

･　　〃

33 ･　　〃

0 ･　　〃

2

0

･　　〃

21 ･　　〃

31

58 78 71

18



10 2 3 9 9 5

3 1 1 5 1 4

19 16 6 6 2 1

6 4 7 8 4 2

12 8 2 21 21 12

21 14 9 18 10 9

24 23 21 16 12 6

22 21 19 17 14 15

23 24 23 22 22 18

7 9 16 4 8 7

4 6 5 2 3 3

16 17 11 12 16 13

5 10 12 1 5 10

17 20 18 20 20 17

18 15 14 13 11 11

13 7 4 19 7 8

14 18 13 14 18 16

20 22 20 11 13 14

8 12 17 10 15 20

11 11 15 - - -

1 3 24 - - -

9 13 8 7 19 22

15 19 22 15 17 19

－ － － - - -

－ － － - - -

2 5 10 3 6 2198.58

市 全 105.51168.05 62.96

182.90 64.58 100.64

105.37

155.68 70.60 108.34

168.26 63.19 101.58

176.80 66.94 102.69

171.60 68.59

128.83

172.80 64.03 104.55

299.18 90.10 105.86

154.98 60.04 101.46

295.51 93.17

106.08

115.10

162.61 64.93 102.11

135.59 55.89 101.25

260.88 70.58 112.20

164.16 68.38

R6R2～R5 

順
位

順
位

179.48

204.25 91.74 148.46

138.20 59.53 105.08

順
位

㎡ ㎡ ㎡

延床面積(平均)

㎡
順
位

㎡

153.26 62.02 214.38 93.40

187.78

高 知 街

南 街 112.73

上 街

109.6965.13

78.26

(8) 街区別「一戸建ての住宅」新築概要（平均）

299.71 117.42 159.56

順
位

㎡

敷地面積(平均) 建築面積(平均)

202.80 70.13 115.20

215.70 106.50 119.25

84.81

北 街

下 知

介 良

鏡

小 高 坂

215.03

146.31

旭 街

149.76

158.12

158.28

江 ノ 口

58.47

土 佐 山

鴨 田

長 浜

御 畳 瀬

浦 戸

布 師 田

潮 江

高 須

五 台 山

三 里

一 宮

秦

初 月

朝 倉

61.43

67.37

62.33

60.29

--

大 津

121.94

建築面積(平均) 延床面積(平均)

順
位

160.97 70.09

202.11

60.02

112.78

149.50

148.35

102.38

55.09 97.29

290.74 76.37

112.06

175.72 70.34 146.62

67.86 103.17

敷地面積(平均)

101.02

102.43

250.53

159.45

117.96

61.25 104.48

66.13 103.16

172.26

59.37 101.23

165.63

190.89

153.01

72.37

107.26

105.22

104.27

103.50

82.81 76.18

61.12 100.74

185.93

579.09

163.54

66.70

188.13 65.51 110.42

-

- - -

210.27 61.77 92.18

111.5972.60195.59

168.15 63.37 100.73

春 野 305.92 77.34 109.38 287.29 79.57

19



R5 R6 備考
年度

710 702

0 0 0 0

23 33 19 16

32 37 19 25

0 0

0 0 0 0

0 0

1 0 0 0

24 17 21 14

85 85 92

75 68

80 84 56 45

68 55

45 52

36 40 33 32

13

4 4 2 5

4 5 1 3

13

849

2 0 4 2

7 5 1 6

25 20 13 23

36 18

21 26 28 26

135

13

3

23

3

4

3

4

3

22

35

33

128 113 139

66 54

17 12 6 8

2 4

1 3 4 2

53 35

土 佐 山

旭 街

五 台 山

高 須

潮 江

三 里

62 42

27 20

秦

初 月

布 師 田

77

4 4

17

132

51

市 全

春 野

883 801

介 良

鏡

一 宮

71

53

62 49

長 浜

御 畳 瀬

朝 倉

鴨 田

110

79

53

1

83 86

75 66

105

浦 戸

大 津

0

30

小 高 坂

下 知

江 ノ 口

南 街

北 街

上 街

高 知 街

R2 R3 R4

(9) 街区別「一戸建ての住宅」新築概要（件数）

地区

0

0

29

20



※ 同一建築物で複数の許可条項がある場合は、条項ごとに件数を計上

(2) 建築審査会取扱件数

1
卸 売 市 場 等 の 用 途 に 供 す る
特 殊 建 築 物 の 位 置 の 許 可

　3. その他

27 1933 31

 許可事項

(1) 許可件数

年度　

28敷地等と道路との関係の認定、許可

R6R2 R3 R4 R5

 法第43条第2項

道 路 内 の 建 築 制 限 の 許 可 2

1 1

 法第44条第1項

 法第48条第1項
 　　　～第14項

壁 面 線 に よ る建 築制 限の 許可  法第47条

用 途 地 域 内 の建 築制 限の 許可

 法第51条

1

1

1

日 影 に よ る 中 高 層 の
建 築 物 の 高 さ の 制 限 の 許 可

敷 地 内 に 広 い 空 地 を 有 す る
建築物の容積率等の特例の許可

高度利用地区における制限の許可

容 積 率 制 限 の 許 可

一 低 層 又 は 二 低 層 に お け る
建 築 物 の 高 さ の 制 限 の 許 可

 法第52条第10項
　 第11項、第14項

 法第55条第3項

 法第56条の2第1項

 法第59条第1項
　　　 　第4項

 法第59条の2第1項

17

0 1 1

2231

18

1

R6R2

3 7 5

30 17 21

19

33 35 26

R4 R5

同
意
の
内
訳

開　催　回　数 1

行 政 不 服 審 査 (審査請求)  法第94条

仮 設 建 築 物 に 対 す る
制 限 の 緩 和 の 許 可 等

計 43 36

20各 許 可 申 請 に つ い て の 同 意

21

総 合 設 計 に よる 一団 地の 敷地
 法第86条第3項
　　　　 第4項

4

年度　

 法第85条第5・6項
 法第87条の3第6項

8

 取扱事項
R3

適 用 の 除 外  法第3条第1項

付　議　件　数

重要事項の調査審議及び
関係行政機関に対する建議

 法第78条第1項
 法第78条第2項

各 許 可 申 請 に つ い て の 不 同 意

道 路 の 指 定  法第42条第6項

壁 面 線 の 指 定  法第46条第1項

21



(3) 認定件数

※ 同一建築物で複数の認定事項がある場合は、事項ごとに件数を計上

(4) 道路位置指定内訳 (法第42条第1項第5号)

※ 取下げを除く

11 6 16

計 18 17 16 9 17

 (百貨店等の敷地と道路との関係)
 高知県条例第14条に係る認定

13

R5

4

R6

 (前面道路とみなす道路等)
 令第131条の2第2項に係る認定

 (総合的設計による一団地　認定取消)
 法第86条の5第2項に係る認定

 (総合的設計による一団地　認定建築物以外の認定)
 法第86条の2第1項に係る認定

1
 (総合的設計による一団地　新規認定)
 法第86条第1項及び第2項に係る認定

4

 (敷地と公共の用に供する道との関係)
 法43条第2項に係る認定

13 13

 (全体計画)
 法第86条の8第1項及び第3項に係る認定

 (高架工作物内の高さ制限の緩和)
 法第57条第1項に係る認定

 (仮使用)
 法第7条の6第1項に係る認定

5

 (認定の除外)
 法第3条第1項に係る認定

 (高さの限度)
 法第55条第2項に係る認定

R3 R4
年度　

R2
　認定事項

年度　
R6R2 R3 R4 R5

　内訳

 (特殊建築物等の敷地と道路との関係)
 高知県条例第12条に係る認定

 (既存建築物に対する制限の緩和)
 高知県条例第19条に係る認定

 (劇場等の敷地と道路との関係)
 高知県条例第13条に係る認定

 (車庫等の敷地と道路との関係)
 高知県条例第17条に係る認定

1211 10 受 付 件 数　　　 ※廃止･変更を含む 6 9

 指 定 件 数　　　 ※廃止･変更を含む 10 6 610 14

 指 定 延 長 (ｍ)　※廃止を除く 169.15 270.94318.40 265.67 272.63

22



(5) 違反等事項別内訳

※ 同一建築物で複数の違反事項がある場合は、事項ごとに件数を計上

1

R6

 構造耐力上の規定
 法第20条
　 第36条

1

2

 内装制限  法第35条の2

 耐火構造･防火構造等 2

10 8

2

 道路内の建築制限  法第44条 53

 敷地と道路の関係  法第43条

 日影規制  法第56条の2

1

 外壁の後退距離  法第54条

 建築物の各部分の高さ  法第56条 1

3

67 22

3

3

1 法第48条 1

 私道の変更又は廃止の制限  法第45条

年度　
R2 R3

　内訳

 確認申請手続  法第6条 3 10

R4 R5

 法第27条
 　第36条

11 8

 法第22条指定区域
 法第22条
 　第23条

 避難施設等  法第35条

 絶対高さ制限  法第55条

 容積率制限  法第52条

 建蔽率制限  法第53条

 用途地域内の建築制限

 法第61条
 　第62条

27 23

 保安上危険な建築物
 敷地の衛生及び安全
 採光及び換気
 確認表示板

 法第10条
 　第19条
 　第28条
 　第89条

 上記以外の法関係 5

1

 防火、準防火地域内

計
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(6) 違反等措置件数

(7) 指導要綱取扱件数

(8) 諸証明取扱件数

確認済証交付証明・検査済証交付証明

1,209982

道路位置指定証明・その他証明

R6

1,091 1,2341,138

R6R4 R5

R4 R5

1

15

2

10

1

20 14
中高層建築物指導要綱　第5条第3項
標識設置届 届出件数

是正完了した件数 189

年度　
R2 R3

 内訳

3 2

R3
 内訳

R2
年度　

3 3

15

集合住宅建築指導要綱　第6条第1項
事前協議を行った回数

2

R6R4 R5

前項の措置の予告通知  法第9条第2項

 法第9条第1項

 法第9条第7項

保安上危険な建築物等に対する措置
の勧告、命令

 法第10条第1項
  第2項、第3項

明らかな違反建築に対する緊急の工
事停止

 法第9条第10項

違反を是正するために必要な措置の
命令

緊急の必要がある仮の使用禁止、使
用制限

水道保留　　(違反建築物に対する保留)

電気保留　　(違反建築物に対する保留)

行政指導をした建築物 2216 69 7

水道仮保留　(軽微な違反に対する保留の予約)

年度　
R2 R3

 内訳

国及び地方公共団体の建築物に対す
る是正要請

 法第18条第23項
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年度
R2 R3 R4 R5 R6 備　　考

 認定件数 0 1 0 1 0

 証明件数 1,385 1,394

(2) 優良住宅の認定事務

　土地対策の一環として、土地の投機的投資を抑制し、あわせて宅地の適正かつ計画的な供給を

図ることを目的に、昭和49年4月1日土地の譲渡益に対する重課税制度が創設されました。

　しかし、このような土地譲渡重課税制度を無制限に課すと、良質な土地や住宅の供給を阻害

し、個人の住宅の入手難は一層深刻となり、また、公共事業の推進に支障をきたすなどの弊害が

生じてきます。

　そこで、一団地の宅地の譲渡価格が適正であり、知事及び市町村長が分譲宅地の供給に寄与す

るものであると認定したものに対しては、この重課税制度を除外することとされています。

　本市では平成12年度から認定申請はされていません。

1,261 1,1441,160

Ⅳ 関連事業概要

　1. がけ地近接等危険住宅移転等事業

  本事業はがけ地の崩壊等により住民の生命に危険を及ぼすおそれのある区域において、危険住

宅の移転等を行う者に対して補助金を交付する地方公共団体に国が必要な助成を行い、急傾斜地

崩壊防止対策とあいまって住民の生命の安全を確保することを目的としています。

　2. 租税特別措置法関係業務

R3 R4
年度

R6R2

(1) 住宅用家屋の証明事務

　個人住宅用の家屋を新築又は取得した後、登記をする時に課税される税金を登録免許税といい

ます。この税金の軽減の制度は、居住水準の向上と持ち家志向に応えるための住宅施策ですが登

記する時に一定の条件に適合することを確認して市長名で発行する住宅用家屋証明を添付する

と、登録免許税が軽減されます。（租税特別措置法第72条の2～第74条）

備　　考R5
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 認定件数 190 303173 195 192

R4

17

　4. 長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係業務

(1) 長期優良住宅建築等計画認定事務

　長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成20年法律第87号）に規定する、長期にわたり良

好な状態で使用するための措置がその構造及び設備について講じられた優良な住宅のことをいい

ます。長期優良住宅の建築・維持保全をしようとする方は、この住宅の建築及び維持保全に関す

る計画（長期優良住宅建築等計画）を作成し、所管行政庁の認定を申請することができます。な

お、法律の施行日は平成21年６月４日です。

　また、法律に基づき、所管行政庁による「長期優良住宅建築等計画」の認定を受けることで、

所得税、登録免許税、不動産取得税、固定資産税等の税制上の優遇を受けることができます。

 認定件数 6 810 19

　 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第５条に係る認定

R5 備　　考
年度

R6R2 R3

R5 備　　考

　3. 都市の低炭素化の促進に関する法律関係業務

(1) 低炭素建築物新築等計画認定事務

　社会経済活動その他の活動に伴って発生する二酸化炭素の相当部分が都市において発生してい

るものであることに鑑み、都市の低炭素化の促進に関する基本的な方針の策定、市町村による低

炭素まちづくり計画の作成及びこれに基づく特別の措置並びに低炭素建築物の普及の促進のため

の措置として、平成24年９月５日に「都市の低炭素化の促進に関する法律」が公布され、平成24

年12月４日に施行されました。

　低炭素建築物新築等計画の認定を受けた建築物には、所得税控除における優遇措置、登録免許

税の優遇措置及び容積率の特例などを受けることができます。

年度
R6R2 R3 R4

　 都市の低炭素化の促進に関する法律第54条第１項に係る認定
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(2) 建築物の地震に対する安全性に係る認定事務

(3) 区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定事務

 認定件数 0 0 00 0

0 認定件数 0 00 0

年度
R6R2 R3 R4 R5 備　　考

　5. 建築物の耐震改修の促進に関する法律関係業務

(1) 耐震改修計画認定事務

　建築物の地震に対する安全性の向上を一層促進するため、地震に対する安全性が明らかでない

建築物の耐震診断の実施の義務付けなど、耐震化促進のための制度を強化するとともに、耐震改

修計画の認定基準の緩和など建築物の耐震化の円滑な促進を図るため、建築物の耐震改修の促進

に関する法律（平成７年法律第123号）を改正する法律が平成25年11月25日に施行されました。

　 耐震改修計画認定

　耐震改修計画の認定を受けられる増築等の範囲が拡大されるとともに、増築に係る容積率及び建

ぺい率の特例措置が講じられました。

年度
R5 R6R2 R3

R5 備　　考

0 認定件数 0 00 0

年度
R6R2 R3 R4

R4 備　　考

　建築物の地震に対する安全性に係る認定制度が創設され、当該認定を受けた建築物の所有者は、

当該建築物等にその旨の表示をすることができるようになりました。

　 建築物の地震に対する安全性に係る認定

　区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度が創設され、当該認定を受けた区分所有建築

物については、区分所有者の集会の決議（過半数）により耐震改修を行うことができるようになり

ました。

　 区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定
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URL： https://www.city.kochi.kochi.jp/soshiki/62/info-gaiyou-chomei.html

（高知市都市建設部地籍調査課　HPより）

Ⅵ 参考資料

　町名・街区　対照表

493,600 483,600

2,243,000 3,125,0001,930,000 2,272,000

2,739,500

360,000

3,075,500

合　　計

証
　
明

小　計

一 団 地

全 体 計 画

優 良 住 宅

長期優良住宅

455,200

1,900,800 2,255,700

諸 証 明

住宅用家屋

47,500 92,500

392,800

360,000

0

Ⅴ 手数料

　1. 各種手数料集計

確 認 申 請

計 画 変 更

中 間 検 査

完 了 検 査

4,331,000 3,394,000

年度
R6R2 R3

内訳
R4 R5 備　　考

2,531,000 1,529,000

･適合性判定除く1,345,0001,800,000

9,717,900 9,173,900 8,945,30010,224,300 10,255,200

2,249,900 2,132,900 1,970,800

･確認,完了,道路等

1,813,500 1,639,300

0

1,530,000

0

1,487,2001,508,000 1,800,500

480,000 360,000 0

124,000 40,000

1,055,0001,253,000

436,400

許 可 申 請

078,000 0 0

1,340,000 1,093,000

0

小　計

確
　
　
認

1,218,5001,865,000

3,284,000 2,812,000 2,284,500

1,514,000

1,770,000 1,467,000 1,066,000

0 0 0

0

00

2,267,000

85,000

認
　
定

仮使用申請

低 炭 素

43 条 ２ 項
１ 号

324,000 351,000 297,000 162,000 432,000
平成30年建築基準法
改正により認定制度
開設

小　計 3,129,000 2,889,000 3,597,000

0
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